



















































































（３）2011 年の PFI 法改正
PFI 法は、1999 年に制定されてから、2001 年と 2005 年の改正や、8 つのガイドラ
インの制定などがなされてきたが、特に大きな改正となったのが 2011 年であった（12）。
2011 年の改正は、内閣府民間資金等活用事業推進委員会（PFI 推進委員会）が
2010 年 5 月 25 日に出した「中間とりまとめ」において提言した、PFI の問題点を踏























支援体制の充実など、PFI 制度の拡充を 2011 年に行う。これにより、PFI 事業規模に
ついて、2020 年までの 11 年間で、少なくとも約 10 兆円以上（民間資金等の活用に
















期間の取組方針について」（平成 26 年 6 月 16 日民間資金等活用事業推進会議決定）
のなかにおいて、コンセッションについては、2014 年度から 2016 年度末までを集中
強化期間とし、期間内に達成すべき数値目標を設定し、さらに 2022 年までの 10 年間







































































ものは第二種 A、国が設置したうえで、地方公共団体が管理するものが第二種 B と
されており、さらに地方の航空輸送に必要な空港が第三種空港とされた。














































































る「関西国際空港土地保有株式会社」が 2013 年 4 月に設立されて、土地部分を新会
社に貸し付ける手法が採用されたほか、土地保有株式会社が負債の大半を引き継いで、
運営部分と切り離す形が取られた。さらに、当該新関西国際空港株式会社によって、
2013 年 7 月には、伊丹空港の旅客ターミナルビルを運営する「大阪国際空港（伊丹
空港）ターミナルビル株式会社（OAT）」が買収された（全株式取得による）。
また、2012 年に国内に誕生した LCC によって、関空が運用時間に制限のない 24
時間空港として着目された結果、発着回数の年間目標であった 13 万回が達成された。
さらに、2013 年ころからは訪日外国人が急増してアジアとの LCC 便の充実した関空
の利用者が 200 万人を超えるようになったことから、関空は、設備面の運営と所有の
切り離しがされただけではなく、実際に利益を上げることのできる空港と変化した。
そして、2015 年 12 月 1 日に、オリックスとフランスのヴァンシ・エアポート（38）
がそれぞれ 50 パーセントずつを出資した目的会社「関西エアポート株式会社」に、






















おいて 307 万人（国際線と併せると 316 万人）となっていた。貨物取扱量は同じく




進を考えた宮城県知事（当時）が 2011 年 12 月に空港の運営の民間委託を国に要請し
たことが契機となり、その後、2013 年 5 月には、空港の民間委託に関する官民会議「仙
台空港 600 万人・5 万トン実現サポーター会議」の設置がなされた。














かかるサポーター会議を受け、国土交通省は、2013 年 11 月に仙台空港の運営に関
心を有する民間事業者からのマーケットサウンディング（42）を実施した。そして、そ
の際に得られた事業者からの提案内容を参考として、2014 年 4 月 25 日に、PFI 法 5
58
条 1 項、民間空港運営法 5 条 2 項に基づく「仙台空港特定運営事業等実施方針」を公
表した。
それにより、運営権者の募集と選定が開始され、宮城県によるビル株式売却先の確
認手続きについては、2014 年 7 月から 12 月に、県が定める一定条件を満たす応募企
業又は代表企業を３者以上選定することとされた。また、国による優先交渉権者選定









2015 年 7 月 27 日、国土交通省が 2 次審査の応募を締切ったところ、3 グループ（東
急前田豊通グループ、三菱地所や大成建設で構成されるグループ、イオンと熊谷組で
構成されるグループ）が応募していた（43）。そして、9 月 11 日に、優先交渉権者は東
急前田豊通グループとなることが発表され、9 月 30 日に、国土交通省と東急前田豊
通グループの間で、特定目的会社設立手続き等を含めた基本協定書が締結された。そ
の後、東急前田豊通グループが 11 月 2 日に、仙台国際空港株式会社を設立し（東急
が 42 パーセント、前田建設工業が 30 パーセント、豊田通商が 16 パーセントの議決
権を有している（44））、12 月 1 日に、国土交通省と仙台国際空港株式会社との間で実施








そして、仙台国際空港株式会社は 2016 年 2 月に空港ビル事業を第三セクターから
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進んでおり、たとえば、兵庫県においては、但馬空港について 2014 年 4 月以降、実
施方針の策定、民間事業者の選定、運営権の設定が進められ、2014 年 7 月には但馬











7 つの空港を所有する英国空港公団（BAA）が 1986 年に株式会社化されたことが空
港民営化の端緒とされている（48）。
イギリスの BAA の株式は上場、売却され 2003 年までに空港の完全な民営化が達
成された。その他、ドイツのフランクフルト空港は 2001 年に株式会社化し（自治体












オースラリアにおいては、FAC（連邦空港会社）が 1988 年より、全国 22 の空港を
所有、管理運営していたところ、1995 年に、オーストラリア政府によって 22 の空港
の長期空港リース権を民間事業者に売却することが決定された。
売却は、第一段階としてはメルボルン、ブリスベン、パースの 3 空港が 1997 年 7
月にそれぞれ三つのグループに合計 33 億オーストラリアドル（約 2880 億円）で売却
された。さらにその直後より、第二段階の売却がはじまり、1998 年 6 月には、14 の















ン空港は、コンセッション方式で運営されている。500 万人から 1000 万人の旅客取
扱規模の空港としては、エディンバラ空港、グラスゴー空港、ブリストル空港、ベル














イギリスのコベントリー（Coventry）空港は、2007 年において 60 万人ほどの旅客










Beatty）が 2014 年 7 月に空港の経営を撤退し、売却することを表明した。しかし、
その際に売却先がみつからずに、経営撤退から三か月後の 2014年 10月 15日に、ブラッ
クプール空港の定期便の運航はいったん停止された。その後、個人所有の小型チャー





ては重要な空港であった。しあし、マンストン空港は 2013 年 11 月に、その運営会社









あり、2003 年の民営化により、サットン・ハーバー社（Sutton Harbour Holdings plc）
がリース契約に基づいて空港を運営し、同社の完全子会社のエア・サウスウェストが
就航していた。当初は順調に路線の展開が行われて経営が順調になされていたが、次





イギリス南西部ウェールズ州のカーディフ（Cardiff）空港は、1995 年 TBI というディ
ベロッパーによって 3750 万ポンドで取得され、民営化がなされた。その後、2005 年
には TBI に出資するアベルティス（Abertis）がカーディフ空港に単独出資すること





却することで合意した。結局、2013 年 3 月にウェールズ政府が 5200 万ポンドで空港
を買収し、再公有化がなされた（58）。
ニュージーランドと地元自治体のパルマストンノース市が共同保有を行っていたパ
ルマストンノース空港（Palmerston North Airport Limited）は、1999 年に、政府持ち分










事業権料は最初の 5 年間は毎年 17 億ドルを支払うことになっていたが、収益が上が
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Methods of Privatization and the Risk:





Privatization generally means the transfer of ownership or business from 
the governmental organization to the private company and there are many 
methods to exercise ‘privatization’. 
We have to think carefully and deeply on the methods of privatization 
along with the risk and the ways of responsibility that the government and 
local governments should take. It is because methods of privatization are the 
key to think of the ways, fields and frameworks of providing services by the 
central and local governments. 
This paper takes up airport privatization among many fields where 
privatization becomes an issue. After looking at several countries’ privatization 
situations of airports from a viewpoint of legal system (mainly Japan, the U.S., 
the U.K. and Germany), it considers the nature of the system and ways of 
preferable controlling of the airports.
Currently in 2016, privatization of airports is progressing in Japan. For 
example, privatization of Kansai International Airport and Itami Airport 
was carried out and they are operated as privatized airports from this April. 
Plus, Sendai Airport has also been privatized early this year and the new 
company which was founded by the new management rights holder is going 
to run the airport from this June. In addition to above, there are many other 
considerations of privatization are currently done for other airports. 
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Therefore, this paper looks at the methods and risk of privatization of 
airports. In particular, what kind of approaches are adopted as methods of 
privatization of airports, what kind of legal risks the methods would hold 
are to be considered by comparing other countries’ methods and cases of 
privatization of airports. Then the indication for future consideration on the 
legal methods and risks of privatization of airports of Japan and other countries 
are compared and basis for future consideration will be examined. 
This paper first introduces the methods to privatize the airports and 
consider the ways of privatization of airports. Then this paper will look at the 
actual cases of other countries where privatization of the airport actually was 
successful and not successful. Finally, this paper considers and analyzes the 
risk of the governments how they should take the responsibility to guarantee 
the outcome or service by thinking of the methods of the privatization of 
airports which currently is also progressing in Japan on the comparison of the 
legal systems of that of other countries.

